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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済・金融政策を背景に、雇用・所得環境の改善がみられる等、緩やか

な回復基調で推移しました。一方で、中国やアジア新興国の景気の下振れや英国のＥＵ離脱問題等、海外経済の不確実性の高まりや金融

資本市場の変動による影響等のリスクも存在しており、景気の先行きについては留意が必要な状況が続いております。 

建設業界におきましては、政府による各種住宅取得支援策に加えて、マイナス金利政策により住宅ローン金利の水準が低い状態で推移

したこと等により、新設住宅着工戸数は持ち直しの傾向が続きました。一方、相続税の税制改正を背景に賃貸住宅建設に対する需要は底

堅く、新設貸家着工戸数は堅調に推移しております。 

このような状況の中、当第１四半期連結累計期間における当社グループの連結業績は、売上高は686億５千万円（前年同期比1.7％増）

となりました。利益面におきましては、営業利益27億９千２百万円（前年同期比13.7％減）、経常利益28億９千４百万円（前年同期比13.9％

減）、親会社株主に帰属する四半期純利益19億１千４百万円（前年同期比10.1％減）となりました。 

セグメントの業績は以下のとおりであります。 

 

（建設事業） 

建設事業におきましては、期初の受注残高は豊富にありましたが、前連結会計年度下半期から受注契約物件の工事進捗管理の徹底に努

め、着工・完工の更なる適正化を図ったことにより、工事進行基準売上は増加したものの、完工物件が少なかったことから、当第１四半

期連結累計期間の完成工事高は前年同期と比較して減少しております。また、利益面におきましても、利益率の低い工事進行基準売上高

が増加したこと等から、完成工事総利益率は低下しました。この結果、建設事業における売上高は313億９千３百万円（前年同期比4.3％

減）、営業利益は27億８千３百万円（前年同期比14.4％減）となり、前年同期を下回りましたが、期初の計画値は上回りました。 

また、当第１四半期累計期間の当社単体における総受注高につきましては、442億２千９百万円（前年同期比20.6％増）となりました。 

 

（不動産賃貸事業） 

不動産賃貸事業におきましては、管理物件数の増加に伴うサブリース経営代行システム（一括借り上げ制度）による入居者様からの家

賃収入及び管理料収入等の増加により、売上高は前年同期と比較して増加しております。また、賃貸建物の当第１四半期末の入居率は入

居仲介促進のための各種施策に積極的に取り組んだことにより96.7％となり、高い入居率を維持しております。この結果、不動産賃貸事

業における売上高は365億４千５百万円（前年同期比7.5％増）、営業利益は19億９千２百万円（前年同期比16.3％増）となりました。 

 

（その他） 

総合広告代理店業、旅行代理店業及びゴルフ場・ホテル施設の運営に関する事業で構成されるその他の事業における売上高は７億１千

１百万円（前年同期比1.0％減）、営業損失は６千４百万円（前年同期は営業利益４千９百万円）となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

資産の部におきましては、現金預金が93億１千８百万円減少したことから、流動資産は970億４千９百万円（前期末比7.9％減）となり

ました。この結果、資産合計は1,411億１千１百万円（前期末比5.7％減）となりました。 

負債の部におきましては、支払手形・工事未払金等が28億１百万円減少したこと、及び未払法人税等が25億４千万円減少したことか

ら、流動負債は494億１千１百万円（前期末比15.7％減）となりました。この結果、負債合計は753億１千８百万円（前期末比10.9％減）

となりました。 

純資産の部におきましては、利益剰余金が６億３千６百万円増加したことから、純資産合計額は657億９千３百万円（前期末比1.0％増）

となりました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

連結業績予想におきましては、平成28年６月14日の「平成28年４月期 決算短信」で公表いたしました第２四半期連結累計期間及び通

期の連結業績予想に変更はありません。 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年

６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定

率法から定額法に変更しております。 

なお、この変更による当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微でありま

す。 

 

（４）追加情報 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第１四半期連結会計期間

から適用しております。 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

  該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

  該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等） 

   【セグメント情報】 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

前第１四半期連結累計期間(自  平成27年５月１日  至  平成27年７月31日) 
   (単位：百万円)

 

報告セグメント 
その他
(注)１

合計 
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３ 建設事業 

不動産 
賃貸事業 

計 

売上高  

  外部顧客への売上高 32,791 34,002 66,794 718 67,513 ― 67,513

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

1 353 355 648 1,003 △1,003 ―

計 32,793 34,356 67,149 1,367 68,517 △1,003 67,513

セグメント利益 3,253 1,712 4,965 49 5,015 △1,781 3,234

 

当第１四半期連結累計期間(自  平成28年５月１日  至  平成28年７月31日) 
   (単位：百万円)

 

報告セグメント 
その他
(注)１

合計 
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３ 建設事業 

不動産 
賃貸事業 

計 

売上高  

  外部顧客への売上高 31,393 36,545 67,938 711 68,650 ― 68,650

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

1 339 340 554 894 △894 ―

計 31,394 36,885 68,279 1,266 69,545 △894 68,650

セグメント利益又は損失（△） 2,783 1,992 4,776 △64 4,711 △1,919 2,792

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、総合広告代理店業、旅行代理店業及び 

ゴルフ場・ホテル施設の運営に関する事業を含んでおります。 

２ 調整額の内容は以下のとおりであります。 

セグメント利益 
  (単位：百万円)

項目 前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間 

セグメント間取引消去 △9 △97

全社費用※ △1,771 △1,822

合計 △1,781 △1,919

※全社費用は、主に提出会社本社の総務管理部等管理部門に係る費用であります。 

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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４．参考資料 

（１）連結受注実績  

区  分 

前第１四半期 
連結累計期間 

（自 平成27年５月１日 
  至 平成27年７月31日） 

当第１四半期 
連結累計期間 

（自 平成28年５月１日
至 平成28年７月31日）

増  減 

（参考） 
前連結会計年度 

（自 平成27年５月１日 
  至 平成28年４月30日）

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円）

増減率 
（％） 

金  額 
（百万円） 

建 設 事 業         
37,581 

（35,976） 

45,165 

（43,141） 

7,583 

（7,165）

20.2 

（19.9) 

163,226 

（155,404） 

不動産賃貸事業         － － － － － 

そ の 他          － － － － － 

合  計 
37,581 

（35,976） 

45,165 

（43,141） 

7,583 

（7,165）

20.2 

（19.9) 

163,226 

（155,404） 

※上記受注高の（ ）の数値は、キャンセル処理した額を控除したものであります。 

 

 

（２）連結売上実績 

区  分 

前第１四半期 
連結累計期間 

（自 平成27年５月１日 
  至 平成27年７月31日） 

当第１四半期 
連結累計期間 

（自 平成28年５月１日
至 平成28年７月31日）

増  減 

（参考） 
前連結会計年度 

（自 平成27年５月１日 
  至 平成28年４月30日）

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円）

増減率 
（％） 

金  額 
（百万円） 

建 設 事 業         32,791 31,393 △1,398 △4.3 141,525 

不動産賃貸事業         34,002 36,545 2,543 7.5 139,204 

そ の 他         718 711 △6 △1.0 3,001 

合  計 67,513 68,650 1,137 1.7 283,731 
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（３）期中受注高（単体） 

期  別 
項  目 

前第１四半期 
累計期間 

（自 平成27年５月１日 
  至 平成27年７月31日） 

当第１四半期 
累計期間 

（自 平成28年５月１日
至 平成28年７月31日）

増  減 

（参考） 
前事業年度 

（自 平成27年５月１日 
至 平成28年４月30日）

金  額 

（百万円） 

金  額 

（百万円） 

金  額 

（百万円）

増減率 

（％） 

金  額 

（百万円） 

受 注 高         
36,664 

（35,065） 

44,229 

（42,215） 

7,565 

（7,149）

20.6 

（20.4）

159,285 

（151,515） 

※上記受注高の（ ）の数値は、キャンセル処理した額を控除したものであります。 

 

 

（４）部門別売上高（単体） 

期  別 
項  目 

前第１四半期 
累計期間 

（自 平成27年５月１日 
  至 平成27年７月31日） 

当第１四半期 
累計期間 

（自 平成28年５月１日
至 平成28年７月31日）

増  減 

（参考） 
前事業年度 

（自 平成27年５月１日 
至 平成28年４月30日）

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円）

増減率 
（％） 

金  額 
（百万円） 

完
成
工
事
高 

賃貸マンション         7,474 6,927 △547 △7.3 31,211 

ア パ ー ト         22,564 22,088 △476 △2.1 99,376 

個 人 住 宅         124 134 9 8.0 450 

店舗マンション         1,238 899 △339 △27.4 4,086 

貸 店 舗         449 184 △265 △58.9 2,039 

そ の 他         47 109 61 129.0 509 

小   計     31,900 30,342 △1,557 △4.9 137,674 

兼
業
事
業
売
上
高 

仲 介 料 収 入         694 716 21 3.1 3,088 

管理手数料収入         94 98 3 3.8 380 

退 去 補 修 工 事         1,050 1,124 73 7.0 3,696 

リフォーム工事         750 932 182 24.3 3,451 

業務受託料収入         1,025 1,144 119 11.6 4,321 

そ の 他         1,220 1,246 25 2.1 5,228 

小   計     4,836 5,263 426 8.8 20,167 

合   計     36,737 35,605 △1,131 △3.1 157,842 

 

 

（５）受注残高（単体） 

期  別 
項  目 

前第１四半期 
会計期間末 

（平成27年７月31日） 

当第１四半期 
会計期間末 

（平成28年７月31日）
増  減 

（参考） 
前事業年度末 

（平成28年４月期末）

金  額 

（百万円） 

金  額 

（百万円） 

金  額 

（百万円）

増減率 

（％） 

金  額 

（百万円） 

受 注 残 高         122,661 145,317 22,656 18.5 133,421 
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